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 東京都は18⽇、新型コロナウイルス対策として、営

業時間短縮の要請に応じない都内の飲⾷店27店に、新

型インフルエンザ等対策特別措置法45条に基づく時短

命令を出した。先⽉の改正法施⾏後、時短命令を出す

のは全国初。命令の効⼒は緊急事態宣⾔の期限である

21⽇までの4⽇間で、従わなければ都が裁判所に通知

し、30万円以下の過料を科すことができる。

 都は宣⾔発令後に職員が繁華街を⾒回るなどし、18

⽇までに時短に応じない129店舗に同法45条に基づい

て要請し、それにも正当な理由なく従わない店舗に命令を出した。他店の要請時間外の営業を誘

発する恐れがあることなどから、宣⾔解除を前にして命令に踏み切ったという。

 店名は集客の助⻑や、店への中傷などを防ぐため公表しなかった。都は19⽇以降も要請に応じ

ていない店には命令を出す⽅針。

 ⼀⽅、⾸都圏を中⼼に飲⾷店を展開する東証2部上場の「グローバルダイニング」（東京都港

区）は18⽇、都から命令を受けたとする26店舗の営業を同⽇から午後8時で終了するとホームペ

ージで明らかにした。

 同社は今⽉11⽇、要請に応じない理由を記した⻑⾕川耕造社⻑の弁明書を都に提出した。都の

新型コロナ対策や経済対策の不備を指摘し、「特に飲⾷店を狙い撃ちにした経済的我慢を強いる

緊急事態宣⾔と時間短縮要請については不信しかない」「指の先が化膿（かのう）したので、腕

から肩を切断するようなあり得ない愚策」などと批判した。都からは「（時短要請に応じない）

正当な理由には当たらない」との回答があったという。

 同社は従業員の⽣活を守るなどとして時短要請に応じてこなかったが、「命令に従うことは法

律上の強制⼒を持った当社の義務となるため、遺憾ではあるがその命令には従う」としている。

【斎川瞳】

要請守る店がほとんど「限界近づく」

 ほとんどの飲⾷店は時短要請を守りながら営業を続けてきた。宣⾔解除後も時短要請は続く⾒

込みで、経営環境に明るい兆しは依然として⾒えない。飲⾷店の店⻑は「限界が近づいている」

と話す。

 JR新橋駅周辺の繁華街には仕事帰りのサラリーマンが⾏き交う。その⼀⾓にある焼き⿃店「⼭

しな」の店⻑、⼭科昌彦さん（46）は宣⾔が出てから午後11時半の閉店を3時間半繰り上げてい
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接客をする焼き⿃店「⼭しな」の⼭科昌彦さん（中
央）＝東京都港区で2021年3⽉18⽇午後7時5分、
梅村直承撮影

る。

 3⽉は本来、歓送迎会シーズンでかき⼊れ時に当たる

が、宣⾔中の来店客数は⼤幅に減った。最近は少しず

つ客⾜は戻ってきたが、今でも⽇に3、4⼈しか来ない

こともあるという。

 要請に応じない飲⾷店があることは知っている。午

後8時を過ぎると、近くの公園で「外飲み」を楽しむ若

者も増えてきた。しかし、⼭科さんは常連客らの感染

リスクをできるだけ減らしたいと考え、時短要請をきっちり守ってきた。

 1⽇6万円の協⼒⾦は「もらえるだけありがたい」と歓迎する⼀⽅、現在の店の売り上げを⾜し

ても、宣⾔前の稼ぎには及ばない。解除後は午後9時までの営業が認められるものの、⽀給額は4

万円に下がる⾒込みだ。客⾜が戻らなければ、家賃など固定費の⽀払いにも影響が出る可能性も

ある。

 「年末年始の協⼒⾦さえ、まだ届かない。店の運営を考える上で、⾏政からの⽀援はあてにで

きない」と⼭科さんは嘆く。【李英浩】
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